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1　序一フランス再評価制度の概観一
　第2次大戦以後のフランス・インフレーショソの進行は、フラソズ経済のかかえる大きな持病と言
われる程、深刻な問題であった。この事実を背景にしてフランスでは、貸借対照表の財政状態開示機
能のいっそうの改善に向けて、その数値の修正をはかるべく、また企業資本の維持に対して積極的な
展開がなされてきた。
　フランス会計制度とインフレーショソあるいは法定再評価制度とは、非常に密接な関係にあると言
ってよい。この点について青木脩教授は、次のように述べている。「第2次大戦後のフランス資本維
持会計制度の性格が購買力資本維持を上限とする実物資本維持思想、修正原価・時価比較低価主義評
価原則に特色を有する……　およそ他国における資本維持会計制度をみると、原価主義会計の枠内で
制度化されている基準棚卸法、後入先出法などの諸法は、棚卸資産維持法としてのみ、フラソス資本
維持会計制度と部分的に架空利益排除の効果を等しくするにすぎず、また、固定資産維持に関して
は、わが資産再評価法のごとくインフレーションの後始末としての一回限りの臨時的なものとして実
施されたにすぎない。それに対して、フラソス資本維持会計制度がほぼすべての資産・負債項目につ
いての資本維持方法を制度化したものであることは、伝統的会計慣習の基底にある貨幣価値安定の仮
定の非現実性を克服して、新しい会計慣習への方向を定めたものとして理解されよう」1）このように、
フランスにおいては他国に比してまさに独自の再評価制度を展開してきたのである。フラソス再評価
制度は1960年のデノミネーション以後の一時期に姿を消したが、1967年統令そして1977年、J　1978年財
政法によってふたたび再評価が制度化されてきているのである。
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　今ここでまず、フランス・インフレーショソ会計制度の近年の軌跡をたどるならぽ以下のように列
挙することができる2）。
表1　貸借対照表再評価法
貸借対照表再評価法 再評価係数の公表
第1次 1945年8月15日 1946年2月28日
第2次 1946年12月23日 1947年6月24日
第3次 1948年5月13日 1948年5月15日
第4次 1949年3月17日 1949年3月17日
第5次 1952年2月18日 1952年2月18日
第6次 1959年2月14日　　　　　　「 1959年2月14日
第7次 1959年12月28日 1960年3月19日
1941年1月30日一棚卸資産更新引当金
1948年12月9日一技術的消耗品引当金
　194S年12月9日一相場変動引当金
1953年2月28日一棚卸資産準備金
1959年12月31日一価格上昇引当金
1960年1月1日デノミネーション
　1966年7月24日新商事会社法
1967年3月23日統令一貸借対照表自由再評価
｛：：：難蕾慧弾
1978年財政法一一償却性固定資産再評価
?
／、978輩懸講日n°’　78“1467）
　近年フランス国内経済は、構造的停滞に悩んでいる状態にあるとよく言われる。1960年代から70年
一代にかけて、たとえぽ西ドイツに比して経済成長率には大差がみられないめに対して物価上昇率にお
いては、西ドイツのそれに比して二倍に達するものとなっていることにもあらわれている3）。フラン
ス国内では賃金上昇を販売価格の上昇によって解決をはかろうとする悪循環、そしてまた主要企業の
過剰な供給力問題に対する雇用削減方向にみられるフランス産業界の撞着、他方、対外的には、貿易
収支赤字の増大というように国内需要停滞、イソフレの進行、国際競争力の弱体などに示される経済
停滞に、各企業は勿論、フラγス政府も緊張感をいだきつづけてきた。
　このような背景の中で、1977年、1978年財政法が施行されたのだが、いずれの法律たおいても、フ
ランス・イソフレーションに対する各企業の会計的解決に向けての対処として、ここにきて再び法定
再評価がとりあげられるに至った経過は容易に理解できる。
　本論文では、両法律の規定内容にしたがって、その趣旨をはじめ、具体的な例示にしたがってその
構造を知ることによって、そこでの特質を解明してい’くとともに、両法律の目的を明らかにしたい。
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皿　1977年財政法第61条
　1977年財政法第61条（Article　61　de　la　loi　de　finance　pour　1977，　Loi　no．76－1232　du　29
d6cembre　1976）を要約列挙すると以下のとおりである。
　1①再評価の対象項目
　　　投資有価証券を含む非償却性固定資産（immobilisations　non　amortissables，　y　compris　les
　　　titres　de　participation）
　　②再評価に用いられる原価
　　　・976年・2月・・日現在剛・ての｛嵩警灘瓢翻瓢罵醐
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（cofit　estim6　de・reconstitution　en　l’6tat）
　　③適用会社
　　　上場会社、連結財務諸表の作成範囲に含まれる参加会社を保有している会社、1966年商事会社
　　　法第72条に定める資金公募商事会社には強制適常
　皿　再評価増加分tcついて再評価積立金（r6serve　de　r66valuation）処理
　　　非課税（en　franchise　de　tout　imp6t）
　　　分配不能（ri’est　pas　distributable）
　　　資本組入可能（incorporable　an　capita1）一ただし登録税必要一
　皿1　非償却性資産の譲渡にかかわる税務観点
　　　非再評価価額基準（calcul6e　a　partir　de　leur　valeur　non　r66valu6e）
　IV．V省略
　このような規定にしたがって資産再評価を行なった場合について、簡単な設例をもって考えていく
ことにする4）。
（例1）「祠一「辮司一墜劃
1974年1月1日取得：400，000F
1976年12月31日再評価額：650，000F
1978年12月31日再評価額：570，000F260（勘定番号以下同様）1183
投資有価証券　　　再評価積立金
1977年12月31日貸借対照表価額
1976年12月31日増価
1977－78年減価
（単位：
千フラン）
400
250→
1978年12月31日貸借対照表価額
0?? ???8
　　650　　　80　　　－　　　570
－69一
0??2
80　　250L－vu
　170
〔仕訳〕　（以下設例中の仕訳金額は千フラン単位とする）
（取得時）1974．1．1．
投資有価証券．　　400．／現金　　　　　400
（再評価）1976．12．31．
投資有価証券　　　250／再評価積立金　250
t（減価修正）1978．12．31．
再評価積立金　　　80／投資有価証券　80
（例・）「祠一「瀟司一「彌「H減価1
218営業権
（単位：千フ．7ン）取得価額　再評価差額
貸借対照表価額
再評価
資本組入
減　　価
　　　　　　　　300　1
　　　　　　　　一
　　　　　　　100　　　　1183
減価引当金　　資本金　　再評価積立金
0
????
1
75　　　75
ｪ　　　↑
90
ｪ
25
ｪ
i
oo　l　　　　　　I90　　　　　　　　　100　hO
＿＿＿L＿＿＿　　．
@ 　1
　　685引当金勘定繰入
??6
310
　〔仕訳〕
　（営業権取得時）
　．営業権．　　　　300／現金　　　　　　300、
　（再評価）
　再評価差額　　　100／再評価積立金　　100
　（資本組入）
　再評価積立金　　75／資本金　　　　　75
　（減価修正）
難繕入1：／減価引当金9°
（例・）「P］一「辮司一「瀟］一塵」
（賃借権取得時）
賃借権　　　　　　’50／現金　　　　　50
（再評価）……100，000F増価
賃借権　　　　　　100／再評価差額　　100
　　　　　　　　　　　　　　　　　　－70一
（減価修正）………40，000F減価
再評価差額　　　　　40／減価引当金
（譲渡時）一……・・85，000F受取り
（単位：千フラン）　　貸借対照表
40
150
35
21805　　　　　　　　　　21895　　　　　　　　　　　562
賃借権　賃借権減価引当金　　預金
　　1183
再評価積立金
50
P00?? 100
@↑
0?? 40
ｪ
05??
4P－一u一一一
150　150｝ 40　40｝ 100　100一
　　　損益計算書
　　872　　　　　　874
前期損益修正　　臨時損益
　　　　　　　　　　　叩
　40　　　　65　60
　　　＋35
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会計上視点1
（例・）「fili75’Fi再評価H資本組入H「諏］く
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税務上視点
　（取得時）
非幽囲定資産　・・…’／攣一一，1・…
　（再評価）
　非償却性固定盗産　　　　500／再評価積立金　　　500
　（資本組入）
　再評価積立金　　　　　　500／資本金　　　　　500
　ここで非償却性資産の1／2を譲渡し900，000フラソの受取りがあった場合に、会計的視点と税務
上の視点で（この区別の妥当性については必ずしも問題がないとは言えないであろう）次のように
異なる処理が生ずることをF．Lefさbvreは説明している。
　（会計上視点）
　　　　　　　　　　　　　（再評価額）
　　　　　　　　　　　　1，500，000F
　900，000F（受取金額）一　　　　　　＝150，000F
　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－71一
つまり
現金 @　9°°／欝固麗1：1
（税務上視点）
　　　　　　　　　　　　（取得原価）
　　　　　　　　　　　　1，000，000F
　900，000F（受取金額）一　　　　　　＝400，000F
　　　　　　　　　　　　　　2
　　　　　　　　　　　∴400，000F×15％＝60，000F（課税額）
現金 @　9°°／欝固灘lll
このようにして再評価が行なわれる場合、その評価について1977年統令第4条では「各非償却性固
定資産に付される価額は、慎重かっ賢明な企業主が、企業目的実現のために、その所有によって提供
される効用をかんがみて、それを取得しようとするならぽ、その固定資産を獲得するために支払われ
るであろう総額に対応するものである」として、そこでの評価額について次のものを示している。
　　①適切な市場における実勢相場
　　②同一財貨部類の特殊価格指数を反映した価額
　　③一般物価水準の変動を示す指数を反映した価額
　次に上記仕訳にもみられる再評価積立金についての規定をみると、同統令第6条においては、再評
価積立金が損失填補に充当不可なこと、また第7条では「再評価された固定資産の譲渡の際には、資
本化されていない再評価差額は、その固定資産の譲渡された期間の損益計算書の貸方に振替えられ
る」という点、さらに第8条では「再評価積立金は、資本に組入れられない限りは課税基礎から控除
されない」という点が注目されるところである。一方では再評価積立金は、その設定に対して、非課
税設定、分配不能、資本組入可能という考え方の上に立ちながら、他方において当該非償却性固定資
産の譲渡の段階に対しては、1977年財政法第61条IHに従って非再評価価額基準（つまり取得原価基準）
課税計算が行なわれる。そこでは、会計上の資本組入過程と税務上の譲渡時課税計算との異質の計算
が、並存しているのである。この点については、どのような理解をしていくべきであろうか。
　再評価積立金の資本組入れが、企業への資本維持拘束性・分配不能性の完全化ということを意味し
ているとするならぽ、他方、当該積立金にかかわる非償却性固定資産の企業外への譲渡という「実
現」によってもたらされる対価（典型的には現金）流入ということは、当該資産の資産形態の転化
（典型的には換金化）であって、それ自体、先の分配不能性の考え方と矛盾するものではない。それ
では、譲渡時非再評価価額基準と先の仕訳（資本組入）とをどのような関係でとらえたらよいのであ
ろうか。それは、取得原価主義に基盤を置く課税計算が、ここでは、譲渡（実現）という時点で表面
化したということにある。つまり、先の会計上の資本組入計算を、1977年財政法の観点から特徴づけ
るならぽ、未実現利益の拘束化計算（一時的修正分配可能利益計算）であり、いわゆる元来の資本維
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持計算とは異質な構造をもち、分配可能利益計算という視点からみれぽ、基本的には取得原価主義に
立脚しているのである。
　F．Lefさbvreは、この問題について、会計上の利益（profit　comptable）と税務上の増価（plus－
value　fisca1）との相違を指摘しながらも、資本組入れのもつ公平性（不公平性）の観点からその処
理の実質性を問題にしている5）。そして、たとえぽ、子会社株式や会社が所在する土地など最大限に
安定性（stabilit6）を有する資産に対しては再評価差額の資本組入れの合理性を指摘している6）。こ
れに対してA．Desreumauxは、1977・78年法は結局のところ能力に欠けたイソパクト（faible
impact　final）を示すものであって、同時に、実際上、不統一で技術上にも議論の余地のある（en
effet　a　la　fois　incoh6rente　et　techniqument　discutable）ことが明白である7）としている。また、
「課税計算と会計計算との間の議論がまさに残されており、さらに情報アプローチについても財務諸
表ならびに外部会計情報を提供する人と公開財務諸表にしか頼ることのできない人との間の溝も存在
している」8）と結論づけながら、さらに中小企業総連合の立場に立ちながら「1977　；　78年再評価は会
計情報の質的向上を見込んだ目的は遂成されてはいない」9）と批判している。
　さらにこの点に関する矛盾は単に譲渡の際にのみ生ずるものではない。つまり、A．　Burlaudの設
例を引用してこの点を説明しよう。
（例・）…「ilFffF「瀟司一1資本組刈一「瀟］．
　（非償却性固定資産取得時）
　　土地　　 1，000／現金　　1，000
（1）（再評価）
　　土　地　　　　　　　500／再評価差額　　　500
（2）（資本組入）
　　再評価差額　　　　　300／資本金　　　　300
（3）（減価修正）
事難繰入1：1／減価引当金6°°
以上の仕訳の勘定記入は以下のとおりである。
　　　210　土　　　地　　　　210　土地（再評価差額） 2109　土地減価引当金
13‘e「再評価差額
（1）　500
10　資　本’金
600　（3）
685　引当金勘定繰入
（2）　300
（3）　200
（1） 300　（2）
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　も．し上記の設例において、300，000フランの資本組入れがなかったと仮定すると、引当金勘定繰入
の借記金額は、100，000フラソとなったはずである。再評価差額勘定も資本金範疇に含められる以上1
減価の事実によって、資本組入れが行なわれた場合と行なわれない場合とで損益に影響を及ぼすとい
うの怯問題があり、その点からの上記処理に対する欠陥をA．Bu；1audは指摘している11）。・
’皿　1978年財政法第69条
　1977年財政法が、その再評価対象資産を非償却性固定資産としたのに対して、翌1978年財政法にお
いては、それを償却性固定資産としている。まずここで1978年財政法第69条の内容をみていくことに
Lたい。
　償却性固定資産の再評価について第69条1では「償却性固定資産の再評価価値は、次の価額変動を
示す指数を正味価値に適用することにより得られる金額を過えることを得ず」として
　①建物価格指数（les　indices　repr6sentatifs　de　1’6volution　du　prix　des　constructions　en
　　　　ce　qui　concerne　les　biens　de　cette　nature）
　②設備価格指数（les　indices　repr6sentatifs　de　l’6yolution　du　prix　des　mat6riels　et　outil・
　　　　lages　en　ce　qui　concerne　les　autres　immobilisations　amortissables）
　（上記指数はフランス経済省令により確定される）を指示している。
　再評価差額ならびにその処理については、同条llで次のように規定されている。「償却性資産の再
評価増価額は、貸借対照表貸方に一非課税で（en　franchise　d’imp6t）一特別引当金（provision
sp6ciale）として直接記入される。そして貸借対照表ならびに申告書の付属明細書によって、、その引
当金に対する詳細な説明がなされなけれぽならない。」このようにして再評価処理が行なわれた場合、
その処理について同条llでは以下のように規定している。
　①毎期減価償却費は、再評価価額にもとついて計算される。
②再評価特別引当金は次の条件の下で年度成果に戻し入れられる。
　　i　定額法に従った償却性固定資産の再評価差額に関しては、1976年12月31日に見積られた減価
　　　　償却に対する残余償却期間中の均等年度償却部分
　　ii　定率法に従った償却性固定資産の再評価差額に関しては、その各々が同一条件の下に計算さ
　　　　れており、かつ減価償却に相当する償却年金と同率で計算される年度償却分
③再評価された償却性固定資産を譲渡する場合には、再評価特別引当金の残余部分は、その譲渡
　　　の行なわれた年度の成果に戻し入れられる。譲渡にもとつく増価・減価は再評価額から計算さ
　　　れる。
　このような規定にしたがって償却性固定資産に対して再評価処理を行なった場合について、前節と
同様に簡単な設例をもって考えていくことにしたい。
（例・）「呵一「瀟1－「薇［
一74－一一一
（単位：千フラン）
　　　　　貸借対照表
Q14　　　　　　　2148　　　　　　　　130
@　械　減価償却累計額特別引当金
　　　　　損益計算書
@681　　　　　　　　872　　　　　　　　874
梛p累計ｨ定繰入　前期損益修正　臨時損益
③1977年12月31日
@　貸借対照表価額1，000
A1976年12月31日
@　再評価額　500　　　　　　　　　　↑
600
Q1° 250
ｪ
51　1 ??
11° 150
ｪ
　　1977年度償却相当分
C1978年度償却相当分
@　特別引当金戻入
@　　　　　　　　1，500
11°1
? 50
ｪ
　　　　　　　1，050　100
p　　　　　　一　　　　　　　｝P，500　　　　　　1，050　　　　　　　　150
250
、5。　5。5。，　1，。　　　　　　　100
①1971年12月31日機械取得額1，000，000F
　　　一耐用年数10年
　　　一定額法・残存価額0
②1976年12月31日付での再評価額は
　　　　機械　　1，000，000F×1．5＝1，500，000F
　　　　減価償却累計額　　500，000F×1．5＝　750，000F　とする。
　　　　　　　　　　　　　再評価指数
④1978年12月31日付の再評価額は同上とし再評価に基づく計算を行なう。
　〔仕訳〕
①（機械取得時）1971．12．31．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t　　　機　械　　　　　1，000／現金　　　　　1，000
②（再評価）1976．12．31．
　　　騨　5°°鷹鰹計額；：1
③（1977年度は、取得原価に基づき減価償却を行なった）
④．（1978年12月31日決算）
　　　前期損益修正　　　　50／減価償却累計額　50
　　　償却累計勘定繰入　　150／減価償却累計額150
　　　特別引当金一1°°／離修正：1
　さらに、原文に追加して、1979年1月1日にこの機械を400，000フランで処分したと仮定するなら
ぽ次のようになろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－75一
　　（歴史的原価のみによった場合）
窺塁償却輔鴛1／畿時蟹益1鵬
　（再評価を行なった場合）
　上記の比較で理解されることは、期間利益の算定においても、また除却時においても、処分利益と
いう視点からは、歴史的原価のみに基づく場合と再評価を行なった場合とは同一結果がもたらされる
という点である。　　　　－
　1973年統令において償却性固定資産の評価について、その第4条で「各償却性資産に付される価額
は、慎重かつ賢明な企業主が企業目的実現のためにその所有から示される効用を考慮し、もしそれを
取得するとした場合にその固定資産の獲得のために支払うことを認めた金額に相当するものである」
としており、この考え方は、1977年統令第4条と全く同じである。また再評価時の課税問題について
は、同第7条において「償却性固定資産の再評価の際に設定される財産の増価は、再評価を行なった
年度成果に影響を及ぼすものではない」と規定している。しかし、再評価によってもたらされた増価
分については、同第8条では、「1978年財政法69条llの適用により再評価された価額から計算された
減価償却の付加分は年度成果にチャージされる」として、その部分の損益への戻し入れを要請してい
るのである。
　以上の1978年統令の内容は、先の仕訳・計算例によってもすでに説明されているが、そこでの計算
構造のもつ特質については、次節で論述することにしたい。
】V　計算構造にみられる特質
　非償却性固定資産ならびに償却性固定資産に対する再評価規定を設例を通して理解してきたわけで
あるが、まずここで、両者の一般的な区別をしておこう。
　　　　　　　　　　　　　　　表2　非償却性資産と償却性資産
＼一＿1 非　償　却　性　資　産 1　償却性資産
一般的保有期間 1半永久撫性 長期（中期）保有性
当該資産の企業外 一般に非常に低いと言えるが譲渡が全． 使用目的とのかねあいから耐用年数経過以
への流出可能性 くあり得ないということではない。 前の処分（除却）も十分考えられる。
インフレの影響 i搬に大きと言え・ 同　　左
非譲渡を前提とする限り必要なし 企業の生産能力維持からみた場合、何らか
資本維持の必要性 の形（費用時価計上、利益留保など）で少
なくとも価額上昇部分を企業にプールして
おく必要あり
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　上記の区別を考慮に入れて、1977・78年財政法をながめてみると、次のような点を指摘することが
できる。
　つまりそれは、資本維持の観点である。非償却性資産側の資本維持要請と償却性資産側のもっそれ
とは、表2に示したように後者の方が重要である。それに反して1977・78年財政法では、再評価差額
に対し前者の資本組入の許容と後者の償却時損益戻し入れを考えるならぽ、むしろ本来的にその規定
渉資本維持に対して正面から取り組んだものでないことがわかる。前者の資本組入の許容において、
第2節でも述べたようにそれは未実現利益の拘束計算であって、そこには、税務上の譲渡時非再評価
価額基準が並存していることを知らなけれぽならないのである。つまり、非償却性資産は、償却性資
産よりも一般に長期間保有されることから、イソフレーショソからうける影響も大きいことになる。
したがって、その再評価差額も償却性資産のそれよりも大きくなるであろうし、その再評価差額勘定
も長期計上一あるいは半永久的に計上一されることとなり分配不能という点からは、資本組入れ
による企業への維持・拘束をはかるべく処理が許容される根拠であると考えられる。しかして、非償
却性資産の非譲渡を前提とする限りにおいては、貸借対照表項目のカレソトな表示を行なえると同時
に再評価時ならびにそれ以降の会計年度においても、税務上の影響が及ぼされることがないのである。
　さて、ここで、1977－・78年財政法で規定する非償却性固定資産と償却性固定資産に対する再評価に
関する計算構造を要約した形でまとめると表3のようになる。
表3　1977・78年財政法比較表工2）
1977年　財政　法 1978年　財　政　法
再評価対象資産 1非償却性固定館 償却性固定資産
一一 ’①’ K切な市場における実勢相場 　　　　　　　　　　　　　畠@建物価格指数
②　同一財貨部類の特殊価格指数を反映した ②設備価格指数
■●●一曹一●●曹●■■曹9囑●匿曹■一冒曹曹■冒冒曹，冒，，雫，・，一幽幽・9■・・一囑…9－一■．一冒冒
再評価基準 価額 取得原価と償却累計額の各々に法定再評価
③一般物価水準の変動を示す指数を反映し 係数を乗ずる
た価額
名　　　称 再評価積立金 再評価特別引当金
再 非課税 設定時非課税
評 会計上の取扱 分配不能 分配不能
価 損失填補不能 （償却時）
差 資本組入可能（要登録税） 毎期損益計算書の貸方に戻し入れていく?
税務上の取扱
（譲渡時）
?ﾄ評価価額基準をとる
（償却時）
@同　上
　このような計算構造に従って利益計算が行なわれた場合、そこにはどのような特質を見い出すこと
ができるのかという点について考察したい。
　第1に貸借対照表におけるカレソトな表示を可能にする点である。そこで注目すぺきことは再評価
基準は指数を基盤としていることである。償却性資産に対しては、取得原価部分と償却累計額とに分
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けて計算される。そこでのカレントな表示とは、指数再評価によるもので、取替原価や現在原価では
ないことから、購買力変動を背景においた資産表示と言えよう。
　第2に損益計算書におけるカレソトな減価償却費の計上を可能にする点である。ここで注目すべき
ことは、再評価差額部分は毎期損益に戻し入れられるために、そこでの算定利益はインフレーション
を加味した利益分割化測定をめざしたものであるということである。つまり分配可能利益計算を基礎
にした上での、そこでの利益にかかわるよりいっそうの要因一インフレによる影響一を提供して
い．こうとするものである。しかしここで注意しなければならないことは、償却性資産から生じた再評
価差額部分の戻し入れのもつ意味である。今、仮りに10年の耐用年数をもつ設備資産を取得から5年
経過後に再評価を行なったとした場合、再評価差額は、すでに経過した5年に相当する部分（半分）
一これは償却累計額に加算される一と今後の5年間を通じて損益に戻し入れられる部分とに分け
られる。したがって5年以降の会計期間において損益に戻し入れられる再評価差額部分をたとえ企業
内にプールしたと∫しても、当該資産維持は可能になるものではない。つまり損益に戻し入れられる再
評価差額部分は、資本維持の見地からではなく、利益内容に関するいっそうの説明の役割をはたして
いると考える方がむしろ適切である。
　以上の二点を中心にさらに前述の議論も加えて計算構造の特質を要約すると表4のとおりになる。
表4　1977・78年財政法の計算構造のもつ特質
1977年　財　政　法　　　　　　　　　1978年　財　政　法
貸借対照表上 非償却性固定資産のカレントな表示 償却性固定資産のカレントな表示
損益計算書上 非譲渡を前提とする限り影響なし 減価償却費は再評価額に基づいて計算されるため
Jレントな費用が計上できる
税　務　上 未実現利益の拘束化計算
i一時的修正分配可能利益計算）
取得原価主義に基づく分配可能利益計算
　「再評価積立金」と「再評価特別引当金」のプラン・コンタブル・ジェネラル13）のもとでの貸借対
照表上の「資本金及び積立金の部」での扱いについて、それぞれの勘定は次のように分類される。
・。・ﾄ評価積立金（r6serve　de　r66valuation）の下位勘定⇒規則に定められた積立金1183（r6serve
　r6glement6e）
。再評価特別引当金（provision　sp6cial　de　r66valuation）の分割勘定⇒規則に定められた引当金
　13（provision　r6glement6e）
そして貸借対照表上の表示については、統一された明確な見解はみられないが、F．　Lefさbvreによれ
ばそめ例どして次のように示されてい一る。　『　　　tt　　　－　　’『　　一
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一再評価前純利益　（1）
一再評価差額　（2）（ecarts　de　r66valuation）
　　一再評価積立金
　　一再評価特別引当金
一再評価後純利益（1＋2）
（例7）
一般経営勘定
仕　　入’
給　　料
一般費用
引当金勘定繰入
償却累計額勘定繰入
営業利益
100，000
40，000
30，000
10，000
20，000
50，000
250，000
収　　入 250　，OOO
250，000
損　益　勘　定
減　　価
純利益
10，000
80，000
90，000
営業利益
増　　価
50，000
40，000
90，000
（再評価前）期末貸借対照表
無形固定資産
有形固定資産’
　取得原価
　償却累計額
その他
無形固定資産
有形固定資産＊
　修正原価
　償却累計額
その他
1，000，000
　800，000
200，000
200，000
100，000
500，000
??????? ?
（再評価後）期末貸借対照表
100，000
50，000
270，000
80，000
500，000
1，500，000
1，200，000
500，000資本金　　　　　　　　100」OOO
300，000積立金　　　　　　　　50，000
　　　　再評価差額＊＊　　　　　　　　　400，000
　　　　　規則に定められた積立金300，000
　　　　　再評価特別引当金　　　100，000
900，000
???利??? 550，000
270，000
80，000
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＊について
1，000，000　F（取得原価）×1．5（再評価指数）＝1，500，000F
800，000F（取得原価に基づく償却累計額）×1．5（再評価指数）＝1，200，000F
＊＊について
規則に定められた積立金
500，000F（再評価後無形固定資産価額）－200，000F（再評価前無形固定資産価額）＝300，000F
再評価特別引当金
300，000F（再評価後有形固定資産価額）一　200，000F（再評価前有形固定資産価額）＝100，000F
注1）　青木脩著rフランス会計制度論』（森山書店）昭和52年p．147
　2）　これらの制度については、青木脩教授の前掲書（p．p．123－159）に詳しくとりあげられており参照され
　　たい。
　　　またフランス法定再評価制度についての論文は数多くみられるが、近年の再評価制度をとりあげたもの
　　としてVt，．たとえば以下のようなものがある。
　　　森川八洲男稿「フランスにおける自由再評価問題一一特に国家会計評議会の『貸借対照表自由再評価に
　　関する意見書』をめぐって一」（明大商学論叢第59巻第5．6号）海外会計研究会「フランスにおける自由
　　評価」（産業経理第31巻第12号）岸悦三稿「フランスにおける時価主義の台頭」（企業会計第24巻第7号）
　　野村健太郎稿「フラソス・イソフレーショ．ン会計制度の発展に関する一研究」（商大論集50周年記念論文
　　集）野村健太郎稿「フラソス・イソフレーション会計の研究」（ビジネス・レビュ　一一　ee27巻第3号）野村
　　健太郎稿「フランス・インフレーション会計の基底一フランス経済企画庁『報告書』め見解をめぐっ
　　て一」（会計第113巻第5．6号、第114巻第1～3号）
　3）　これらEC諸国内の経済現状分析については、非常にたくさんの論文があげられるが、その1つに「EC
　　の現状と対外関係」．（世界経済評論、第21巻第6．7．8号）において特集されている。さらにその特集の第8
　　号の附録にて、EC関係資料について記載している。
　4）本論文でとりあげている設例の1～4、6、7はすぺてFrancis　Lefさbvre，　R66valuation　16gale　des
　　bilans，1979から引用したものでありページ数は以下のとおりである。
　　　例1……p．69
　　　例2……pp．69－70
　　　例3……pp．88－89
　　　例4……p．93
　　　例6・…・・pp．74－75
　　－一・例7……pp．67－68・　　．．　．．　　．　　、　一　　　　　　　　　　．　　　　．　一　．
　5）　Francis　I£fさbvre，　op．　cit．，　p．90
　6）．Francis　Lefさbvre，　oP．　cit．，　P．91
　7）　Alain　Desreumaux，　R66valuation　des　bilans：　1es　legons　de　1’exp6rience，　Revue　frangaise　de
　　　comptabilit6，　avril　1982，　P．166
　8）　Alain　Desreumaux，　op．　cit．，　p．167
　　9）　Alain　Desreumaux，　op．　cit．，　p．167
　10），　Nain　Burlaud，　Comptabilit6　et　inflation，1979．　pp．43－44
　11）　Alain　Burlaud，　op．　cit。，　p．44
　12）　この1977年・78年財政法による法定再評価構造については、‘森川八洲男稿「取得原価主義会計存立基盤
　　　の再検討」（企業会計第32巻第8号）においてどりあげられており、参考にさせていただいた。
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13）　このたびの1982年新プラン・コンタブルにおいては積極的にインフレ会計を導入していく規定はみられ
　ない。そこでは取得原価主義会計を基盤としての分配可能利益計算を中核とした内容をもち、インフレ会
　計についての記述は改訂プランにおいては、付録3（Comptabilisation　en　cotits　historiques　index6s
　pp．43－44）にみられるにとどまっている。（この付録についての論述は番場嘉一郎監修・野村健太郎編著
　　『フランス会計論一プラン・コンダプル研究一』中央経済社、昭和57年pp．242－249にとりあげら
　れている）。これについては、EC第4号指令との調整も考えられようが、むしろ取得原価主義会計基盤
　の必然的導入の根拠がそこにあったのではないかと私は考えている。
附　表
Coefficients　de　r66valuation　maximum　des　biens　amortissables
Ann6es
　　　　　immobili色res
Constructions　Autres　imobilisa・　　　　　　　　　　Ann6estions　amortissables
Constructions　Autres　imobilisa・
immobiliさres　tions　amortissables
??????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????
ー
．?．?．?．?．?．?．?．?????。?…??。???…??????????????????????????????????????????????????????????????????????????????．．?．?．?．?．?．?????????…??。?。?…??。????????????????????????．?．?．?．?．?．?．?．?．?????????????…????．?．???．?????．????????．?．?．?．?．?????????????????????????…??????????．???????????。?????????
??????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????。??????????????????????? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ヵ?? ?
??＝＝?????＝????＝＝??＝?…………………………………………………………………………………??????????
Source：　Francis　I£fさbvre，　oρ．　oゴ’．，　p．147．
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